○○市町道路台帳補正業務委託　標準特記仕様書（案）
　　　　　　　　　　　　　　　第　１　章　　総　　則

（目　　的）

第 １ 条　本業務は、○○市町（以下「甲」という。）が発注する○○市町道路台帳補正業務委託（以下「本業務」という。）に関して受託者（以下「乙」という。）が遵守しなければならないその作業の仕様を定めるものとする。

（準拠する法令等）

第 ２ 条　本業務は本仕様書に定めるほか、次の関係法令等に準拠するものとする。

(1) ○○市町道路台帳標準作業要領（案）
(2) 道路法（昭和２７年法律第１８０号）

(3) 道路法施行規則（昭和２７年建設省令第２５号）

(4) 測量法（昭和２４年法律第１８８号）

(5) ○○市町公共測量作業規程

(6) 公共測量作業規程記載要領（国土交通大臣官房技術調査室監査）

(7) 道路施設現況調査要綱（国道交通省道路局）

(8) 三重県業務委託共通仕様書

(9) ○○市町道路台帳製品仕様書（案）
(10) 地方交付税法

(11) ○○市町契約規則等
(12) その他の関係法令・規則・通達等
（実施計画）

第 ３ 条　乙は、本業務着手に先立ち速やかに、次の書類を甲に提出し承諾を受けるとともに業
務実施期間中は進捗状況を随時報告しなければならない。

(1) 業務着手届

(2) 業務実施計画書

(3) 工程表

(4) 主任技術者届（経歴書含む）

(5) 現場代理人届（経歴書含む）

（疑　　義）

第 ４ 条　本業務に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、甲乙協議のうえ決定するものとす
る。

（業務の打合せ）

第 ５ 条　乙は業務実施前及び業務期間中は、甲との打合せを密に行い詳細な点については綿密
な連絡を保ち業務するものとする。

　　　　また、乙は業務打合せの記録簿を２部作成し、甲乙１部ずつ保管するものとする。

（手続き）

第 ６ 条　業務に必要な諸手続きは、乙の責任において行い、その写しを甲に提出しなければな
らない。

（他機関との折衝）

第 ７ 条　本業務中、乙が関係者または関係公官署との折衝を要する場合、又は折衝を受けた場
合、甲に申し出て指示を受けるものとする。

（損害賠償）

第 ８ 条　本業務実施中に生じた諸事故に対しては、一切乙の責任において解決するものとし、
発生原因、経過、被害等の状況を甲に速やかに報告するとともに甲の指示に従うものと
する。

（紛争の回避）

第 ９ 条　本業務実施にあたり乙は、甲の発行する身分証明書を常時携帯し、他人の土地に立ち
入る場合は、予め所有者の了解を得て、紛争のおこらぬよう十分留意しなければならな
い。

（検　　査）

第１０条　乙は、本業務終了後直ちに業務完了報告書、納品書及び成果品を提出し、甲の検収を
受けるものとし、甲から修正指示があった場合は、速やかに修正を行い、再検収を受けるものとする。

（成果品の瑕庇）

第１１条　乙は本業務を終了した場合でも、データ等の欠落等が発見された場合は、速やかに甲の必要と認める修正及びその他必要な作業を乙の負担において行うものとする。

（成果品の帰属等）

第１２条　本業務の成果品については、すべて甲に帰属する。また、甲の許可なく複製又は他に
公表、貸与、使用してはならない。

（秘密の保持）

第１３条　乙は本業務を通じて知り得た秘密を他にもらしてはならない。

（貸与資料）

第１４条　本業務の実施にあたり甲が乙に貸与する資料は、下記のとおりとする。

　　　　また、貸与資料については、乙はその重要性を認識し、資料の破損、損失、盗難等の事
故のないように取扱い、業務完了後又は甲が必要とする場合は、直ちに返納するものとする。

(1) 路線網図（施設位置も含む）

(2) 道路台帳図
(3) 施設調書データ
(4) 調書関連資料

(5) 告示資料

(6) その他甲が必要と認める資料
第 ２ 章　　業　務　内　容

（要　　旨）
第１５条　本業務は、道路台帳について新規認定、改良工事等に伴う変化を現地測量等により実施し、道路台帳図と調書データ等の補正作業を行うものである。

（業務概要）

第１６条　本業務の概要は以下のとおりとする。

　　　　　業務区域　○○市町全域

　　　　　対象数量　認定　　　○○．○km

　　　　　　　　　　改良　　　○○．○km

　　　　　　　　　　舗装　　　○○．○km

　　　　　　　　　　廃止　　　○○．○km

　　　　　　　　　　その他　　○○．○km

（諸　　元）

第１７条　本業務は、世界測地系に基づき実施するものとする。作成する現況平面図等は、地図情報レベル○○○で作成するものとする。
（計画準備）
第１８条　計画準備は、道路台帳補正作業の目的を考慮して、合理的かつ能率的に作業を遂行するために必要な各工程における基本的方針を定め、作業準備を行うものとする。

（地形測量）
第１９条　地形測量は、トータルステーション（以下TS）等を用いて地形、地物を所定の図式に従い測定描画するものとする。地形測量で使用する与点は、既知点、新設基準点及び既成の地形図上の明瞭な地物を測図点とし、TS法等により実施するものとする。

　　　　　なお圃場整備、区画整理等の広域な範囲の場合には、撮影を行い航測法により実施してもよい。
　　　２　取得項目、取得基準は、○○市町道路台帳標準作業要領（案）によるものとする。
　　　３　測図範囲は、道路外○○mまでとする。
　　　４　竣工図等既存の資料および電子データがある場合は、協議の上使用するものとする。

（現地調査）
第２０条　現地調査は、現況平面図を作成・編集するために必要な各種表現事項、名称等を現地において調査確認し、編集作業に必要な資料を作成するものとする。道路台帳要素として下記の項目は、確実に調査すること。
　　　　　（１）路面の舗装種類

　　　　　（２）側溝の種類

　　　　　（３）防護柵の種類

　　　　　（４）道路付属物、占用物

（現況平面図作成）
第２１条　現況平面図作成は、地形測量、現地調査及び図化で得られたデータを追加・加除・修正を行い、図式規定に従って編集済データ等を作成するものとする。

２　数値地形図として現況平面図を作成・編集する場合においては、原則としてDMデータ形式で作成するものとする。なお、協議によりCADデータ形式も可とする。

（現地測定）
第２２条　現地測定は、道路台帳に必要な下記事項について実施するものとする。測定方法等については、○○市町道路台帳標準作業要領（案）に準拠するものとする。
（1） 道路部、車道、歩道、中央帯、側溝の幅員
ただし、幅員は0.5ｍ以上変化するごとの幅員を測定すること。
（2） 橋梁、踏切、トンネルの幅員、延長
（施設台帳作成）
第２３条　施設台帳作成は、国土交通省道路施設現況調査要綱に基づく調書作成のための基礎資料として、下記の施設台帳を作成するものとする。

　　　　（１）橋梁台帳

　　　　（２）トンネル台帳

　　　　（３）踏切台帳
（道路台帳図データ作成）
第２４条　道路台帳図データ作成は、現況平面図上に現地測定の結果及び各種資料に基づき編集を行う。
　　　２　数値地形図として道路台帳図データを作成する場合においては、○○市町道路台帳製品仕様書（案）に従って編集済データ図等を作成するものとする。原則としてDMデータ形式で作成するものとする。なお、協議によりCADデータ形式も可とする。

　　　３　手書きマイラー図面等、アナログ方式により道路台帳図データを作成する場合においては、編集後、道路台帳図をスキャナ読み込みし、tiff形式による画像化（ラスタ画像データ）を行う。また、ラスタ画像データには、座標の付与（tfw:ワールドファイルの作成）を行うこと。
　　　４　路線網図等に補正箇所等の位置を示した図を作成すること。なお、協議に省略することもできる。

（区間設定）
第２５条　区間設定は、道路台帳図データを基に補正箇所について区間設定条件に基づき新たに区間設定を行うものとする。

　　　　　区間設定は、道路幅員が0.5ｍ以上変化した箇所、舗装状況、歩道の有無、側溝種別の変化などにより設定するものとする。

（計　　測）
第２６条　計測は、道路台帳図データを基に設定された区間ごとに、延長および面積を測定するものとする。

（調書データ作成）
第２７条　調書データ作成は、作成された道路台帳図データを基に区間データ、施設データ及び路線データに必要な各種データを電子計算機に入力できるようデータシートまたはファイルに整理するものとする。

（調書の帳票出力）
第２８条　調書の帳票出力はファイル出力とし、下記の項目のものとする。
（1） 道路法に基づく調書
（2） 国土交通省道路施設現況調査要綱に基づく調書
（3） 総務省報告調書
（4） 市町管理用調書（オプション）
　　　２．帳票出力に当っては、現行のデータ作成方法を十分理解した上で、従前の数値との不整合が生じることが無いよう作業を行うものとする。

（路線網図データ修正）
第２９条　路線網図データ修正は、路線、路線番号、起終点、施設位置等の変更箇所について路線網図データを修正するものとする。
（検　　査）
第３０条　データの誤り、漏れ過剰、重複がないかチェックを行い整理するものとする。

（データセットアップ）（オプション）
第３１条　現在稼動中の道路台帳管理システムに、更新した道路台帳図データ、路線網図データ、調書データ、施設台帳データ等を再インストールし、動作確認を行うものとする。

第 ３ 章　　成　果　品　等
（成 果 品）
第３２条　　納入する成果品は、次のとおりとする。

　　　　
　　　　（１）現況平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１式

　　　　（２）道路台帳図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１式
　　　　（３）路線網図




　　　　　１式
（４）補正箇所図（ある場合）　　　　　　　　　　　　　　１式
　　　　（５）調書データ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１式

・道路法に基づく調書
・国土交通省道路施設現況調査要項に基づく調書
・総務省報告用調書
・管理用調書（オプション）
　　　　（６）施設台帳データ　　　　　　　　　　　　　　　　　　１式
　　　　　　　・橋梁台帳

　　　　　　　・踏切台帳

　　　　　　　・トンネル台帳
（納入場所）
第３３条　成果品の納入場所は、○○市町△△課とする。

（納入期限）
第３４条　成果品の納入期限は、平成○○年□□月××日までとする。
以上















